
 

 

 

 

那珂川町空家等対策計画 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年３月 

 

栃木県那珂川町 
 

 



 

 

 

■目  次                              

 

第１章 空家等対策計画の趣旨 

１－１．背景 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １ 

１－２．計画の位置づけ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １ 

１－３．対象とする区域 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２ 

１－４．対象とする空家等の種類 ・・・・・・・・・・・・・・・ ２ 

１－５．計画の期間 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２ 

第２章 空家等の現状と課題 

２－１．那珂川町の現状 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３ 

２－２．那珂川町の空家等の現状 ・・・・・・・・・・・・・・・ ４ 

２－３．空家等の実態調査 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４ 

２－４．空家等における課題 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ ７ 

第３章 空家等対策における基本方針 

３－１．計画の基本方針 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８ 

３－２．本計画とＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）との関係 ・・・ ９ 

第４章 空家等対策の具体的な取組 

４－１．【基本方針１】空家等の発生の抑制 ・・・・・・・・・・１０ 

４－２．【基本方針２】空家等の有効活用 ・・・・・・・・・・・１１ 

４－３.【基本方針３】管理不適切な空家等の解消 ・・・・・・・１３ 

 第５章 空家等対策の実施体制 

５－１．総合相談窓口 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７ 

５－２．庁内の組織体制及び役割・・・・・・・・・・ ・・・・・１７ 

５－３．那珂川町空家等対策協議会との連携 ・・・・・・・・・・１８ 

５－４．関係機関等との連携 ・・・・・・・・・・・・・・・・・１８ 

５－５．住民等から空家等に関する相談への対応 ・・・・・・・・１９ 

５－６．その他空家等の対策の実施に関し必要な事項 ・・・・・・１９ 

第６章 達成目標（成果指標） 

６－１．計画における目標値及び達成状況の評価 ・・・・・・・・２０ 

 

参考資料 

１ 空家等対策の推進に関する特別措置法 ・・・・・・・・・・・２２ 

２ 那珂川町空家等対策協議会設置要綱 ・・・・・・・・・・・・２８ 

３ 那珂川町地域資源情報バンク実施要綱 ・・・・・・・・・・・３０ 



 

1 

 

   第１章 空家等対策計画の趣旨                     

 

１－１．背景 

地域における人口及び世帯数の減少や既存の住宅・建築物の老朽化等に伴い、使用さ

れていない住宅・建築物が年々増加しています。本町においても、８００件（平成３０

年住宅・土地統計調査）のその他の住宅の空家があり、前回調査（平成２５年調査）か

ら３６％増加しており、今後も空家は増加すると考えられます。空家になったにもかか

わらず、適切な管理が行われないまま放置されている状態の空家は、防災・防犯・安

全・環境・景観の阻害等多岐にわたる問題を生じさせ、ひいては地域住民の生活環境に

悪影響を及ぼしているものもあり、早急な対策の実施が求められています。 

国においては、地域住民の生命、身体及び財産を保護するとともに、その生活環境の

保全を図り、併せて空家等の活用を促進するなど、空家等に関する施策を総合的かつ計

画的に推進することを目的として、平成２６年１１月に空家等対策の推進に関する特別

措置法（以下「空家法」という。）が公布され、平成２７年５月２６日に全面施行され

ました。 

空家法では市町村の責務として「市町村は、空家等対策計画の作成及びこれに基づく

空家等に関する対策の実施その他の空家等に関する必要な措置を適切に講ずるよう努め

るものとする。」としています（空家法第４条）。 

町は、空家等の発生抑制、適切な管理及び利活用に関するこのような状況を踏まえ、

空家等対策を総合的かつ計画的に実施し、町民等の生命、身体及び財産に対する被害を

防止することにより安心・安全な生活環境を確保するとともに、空家等の利活用による

地域の活性化を目的として、「那珂川町空家等対策計画」を策定するものです。 

 

１－２．計画の位置づけ 

この「那珂川町空家等対策計画」（以下、「空家計画」という。）は、空家法第６条の

規定に基づき、国が定めた基本指針に即して定めたもので、空家等対策を効果的かつ効

率的に推進するために、本町の地域の実情に合わせ、総合的かつ計画的に実施するため

に策定するものです。したがって、本町の空家等対策の基礎となるものです。 

なお、計画の推進にあたっては那珂川町総合振興計画、那珂川町過疎地域持続的発展

計画等に定めている空家関連施策との整合性を図るものとします。 
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１－３．対象とする区域 

空家等に関する対策の対象とする地区は、那珂川町内全域とします。 

 

１－４．対象とする空家等の種類 

本計画の対象とする空家等は、空家法第２条第１項で規定する「空家等」及び空家法

第２条第２項で規定する「特定空家等」とします。 

また、本計画では、空家等の適切な管理や利活用の他、新たな空家等の発生抑制を含

めていることから、居住又は使用している家屋等も対象とします。 

 

 空家等及び特定空家等の定義 

◆空家等（空家法第２条第１項） 

この法律において「空家等」とは、建築物又はこれに附属する工作物であって

居住その他の使用がなされていないことが常態であるもの及びその敷地（立木そ

の他の土地に定着する物を含む。）をいう。ただし、国又は地方公共団体が所有

し、又は管理するものを除く。 

◆特定空家等（空家法第２条第２項） 

 この法律において「特定空家等」とは、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安

上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、

適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態その他周

辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態にあると認め

られる空家等をいう。 

 

１－５．計画の期間 

計画期間は、令和５年度から令和１４年度までの１０年間とします。 

ただし、計画期間中に社会情勢の大きな変化や新たな法律の制定等、計画の見直しが

必要となった場合には、適宜見直しを行うこととします。 
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   第２章 空家等の現状と課題                          

 

２－１．那珂川町の現状 

１ 人口の推移 

本町における人口は、国勢調査によると、町村合併した平成１７年１９，８６５

人だった人口が平成２２年では１８，４４６人に、平成２７年では１６，９６４人

に、令和２年では１５，２１５人と減少が加速しています。 

また、国立社会保障・人口問題研究所が公表している本町の将来人口推計による

と、今後、さらに人口減少が進み、令和４２年には５，５０６人まで減少すると推計

されています。 

本町の将来人口推計によると、１４歳以下の年少者数は、令和４２年には３１８

人となり、人口の５．８％にまで減少すると見込まれています。 

一方で、６５歳以上の高齢者数は、令和４２年には３，２６５人となり、人口の

５９％にまで増加すると推計されており、今後、少子高齢化がさらに進行するとみら

れています。 

 

【那珂川町の将来人口推計（総人口）】 

 

「国立社会保障・人口問題研究所[日本の地域別将来推計人口 平成 30 年推計]準拠」 
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２－２．那珂川町の空家等の現状 

国が５年ごとに実施している「住宅・土地統計調査」によると、平成３０年の全

国の空家数は約８４８万８，６００戸と平成２５年と比べて約２９万３千戸（３．

６％）増加しており、空家率は１３．６％となっています。 

また、平成３０年の栃木県の空家数は約１６万７００戸と平成２５年と比べて約１ 

万７，３００戸（１２．１％）増加しており、空家率は１７．３％になっています。 

一方、平成３０年の本町の住宅数は約６，３１０戸で空家数は約９６０戸となって

おり、空家率は１５．２％となっています。これは平成３０年の栃木県の空家率であ

る１７．３％より低い値となっていますが、全国値を上回っていることから、将来を

見据えた対策が必要な状況です。 

 

 【住宅・土地統計調査による住宅数】 

地 域 区 分 平成２０年 平成２５年 平成３０年 

全 国 

住宅数 57,586,000 戸 60,628,600 戸 62,407,400 戸 

空家数 7,567,900 戸 8,195,600 戸 8,488,600 戸 

空家率 13.1％ 13.5％ 13.6％ 

栃木県 

住宅数 839,900 戸 879,000 戸 926,700 戸 

空家数 126,300 戸 143,400 戸 160,700 戸 

空家率 15.0％ 16.3％ 17.3％ 

那珂川町 

住宅数 6,530 戸 6,560 戸 6,310 戸 

空家数 810 戸 1,000 戸 960 戸 

空家率 12.4％ 15.2％ 15.2％ 

（総務省統計局 住宅・土地統計調査資料） 

※「平成３０年住宅・土地統計調査」は、全国の平成２７年国勢調査調査区の中から全国平均約

５分の１の調査区を抽出し、これらの調査区において平成３０年２月１日現在により設定した

単位区のうち、約２２万単位区について調査したもので、那珂川町では国勢調査調査地区１２

９地区中３２地区で実施した。 

 

２－３．空家等の実態調査 

令和３年度に町内の空家等を把握するとともに、移住定住促進や今後の空家等の利

活用対策、防犯防災対策の推進に資することを目的として実態調査を実施しました

が、結果は次のとおりです。 
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１ 調査期間 令和３年１１月１５日から１２月１７日まで 

２ 調査区域 町内全域 

３ 調査方法 職員が外観目視により現地調査を実施した。 

◆調査対象とした空家等 

本調査では、「人の居住の用に供する建築物で、現に居住せず、若しくは使用し

ないもの（別荘や管理されている売却用の住宅・賃貸用住宅は除く。）」を調査対

象とした。 

４ 調査結果 

空家等の数については独自に調査したものであり、住宅・土地統計調査とは調査

対象や算出方法が異なるため、数値等に差異があります。 

【空家等の件数及び管理状態（令和３年１２月時点）】 

地区名 件 数 

馬頭地区 ３７６件 

小川地区 ２０８件 

合 計 ５８４件 

【評価別空家等の状況（令和３年１２月時点）】 

評価 件数 割合 備     考 

Ａ １２０ ２０．５％ 
空き家の状態で、建物に目立った腐朽破損はなく、

今後の利活用が見込まれる 

Ｂ １５７ ２６．９％ 
外壁や屋根、窓等に腐朽破損があるが、一部修繕に

よる利活用が見込まれる 

Ｃ １９６ ３３．６％ 
外壁や屋根、窓等に腐朽破損や老朽により、利活用

には大規模改修が見込まれる 

Ｄ ４５ ７．７％ 
建物の傾き、外壁・屋根等の腐朽破損が著しく、倒

壊の恐れが見込まれる 

Ｅ ２３ ３．９％ 
上記「Ｄ」でかつ倒壊した場合隣接建物に影響があ

る、また前面道路の通行に影響がある 

Ｆ ４３ ７．４％ 判断不可能（不明） 

合計 ５８４ １００．０％ 
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 ５ 要因と背景 

空家等が発生し、長期化している要因や背景は次のものが考えられます。 

⑴ 所有者に起因 

① 管理意識の低下 

・遠隔地に居住のため、家や地域に愛着がなく管理者としての意識が低い 

・世代交代による管理意識の喪失、活用や除却の意向がない 

・周辺環境への影響に対する問題意識の希薄化 等 

② 改修、除却費用の負担 

・費用を捻出できない、老朽化により改修費用がかさむ 等 

⑵ 資産的価値に起因 

① 中古住宅として売却・賃貸することへの不安 

・価格の妥当性、基本性能・躯体に対する不安 

・空家等の流通に関する情報不足 

・リフォームのコスト高 等 

② 空家等除却後の不安 

・郊外地区など、立地条件により空き地が売却困難 

・固定資産税の住宅用地特例が受けられなくなる 等 
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２－４．空家等における課題 

  管理不全な状態にある空家等の課題を整理すると、次のような課題が挙げられます。 

 

【課題１】 所有者としての当事者意識の希薄さ                   

空家等の所有者等は、当該空家等の所在地と異なる場所に居住していることが多

く、自らが所有する空家等の状態を把握していないことや空家等を相続により取得し

た等の事情により、自らが当該空家等の所有者であることを認識していないことによ

り、適切に管理されず長期間にわたって放置されています。  

そのため、このような方に所有者としての当事者意識を持ってもらうことが課題

であり、当事者意識を醸成していくための対策が必要となります。  

また、相続等によって空家等の所有者になることもあることから、現在の空家等

の所有者に限定せず、幅広い町民に空家等の問題を認識してもらう必要があります。 

 

【課題２】 問題解決のための支援や適切な相談先の情報の不足            

空家等の所有で困っていることとして、「空家の取り壊し費用が足りない。」とい

う経済的な問題や、「売却や賃貸などの相談先が分からない。」「相続などの権利関係

が複雑で整理できない。」という情報・知識不足などの問題が挙げられています。こ

うした悩みを抱えた所有者は、当事者意識がないわけではないと思われるため、悩み

の根源となる問題が解消されれば、空家等の売却や有効活用に踏み込んでもらえる可

能性もあります。  

そのため、悩みを抱える空家等の所有者に対し、問題を解決するための支援や適

切な相談先などの情報提供を行う必要がありますが、現在はこれらの支援や情報提供

が不足していることが課題となります。  
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   第３章 空家等対策における基本方針                   

 

３－１．計画の基本方針 

空家等の所有者や管理者（以下、「所有者等」という。）には、自らの責任において管

理等を行う義務がありますが、空家等が適切に管理されていないことにより、様々な問

題が発生しています。 

町民が安全で安心して暮らすことができる生活環境を確保するため、空家等の適切な

管理や利活用等、総合的な空家等対策として次の３つを基本方針として定め、各種対策

に取り組みます。 

 

【基本方針１】 空家等の発生抑制（新たな空家等を発生させない）          

現在居住又は使用している住宅・建築物、あるいは空家等となって間もない住宅・建

築物が、相続等により次の世代へ円滑に継承されるように周知・啓発し、新たな空家等

が発生することを抑制します。 

建築物の適正管理について情報提供を行い、建築物が管理不全状態に陥ることを予防

するとともに、空家等に関する総合的な相談体制を整備します。 

 

【基本方針２】 空家等の有効活用（不動産流通の促進）                

空家等の所有者等に対して空家等を活用・流通させる場合の方法やメリットを周知

し、活用・流通を促進します。また、空家等を活用し、住宅を必要とする世帯の入居を

促し、地域の活性化を図ります。 

空家等や除却後の跡地を、まちづくりやコミュニティ活動を進める上での地域の資源

と捉え、地域等との連携による活用を促進します。 

 

【基本方針３】 管理不適切な空家等の解消（特定空家等の減少、適正な管理の普及）  

空家等実態調査や町民からの情報提供により把握した空家等について、そのまま放置

することにより周辺住民の生活環境を脅かすものについては、特定空家等と認定し、空

家法に基づく助言・指導・勧告等の必要な措置を講じます。 

また、空家等の所有者等による管理が困難となっている場合には、危険な空家等に対

する除却費用の支援や管理代行業務の普及等の施策を検討します。 
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３－２．本計画とＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）との関係 

ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標：Sustainable Development Goals の略）とは、平成

２７年９月の国連サミットで採択された令和１２年までの国際目標で、持続可能で多様

性と包摂性のある社会を実現するための１７の目標で構成されています。 

本計画においては、ＳＤＧｓを構成する１７の目標のうち、「目標９：産業と技術革

新の基盤をつくろう」及び「目標１１：住み続けられるまちづくりを」、「目標１２：つ

くる責任つかう責任」及び「目標１７：パートナーシップで目標を達成しよう」を主な

目標として計画を推進することにより、これらの目標達成に向けて取り組んでいきま

す。 

 

【ＳＤＧｓ において本計画で取り組む主な目標】   

     

  



 

10 

 

   第４章 空家等対策の具体的な取

組                                                                                                                                               

空家等が発生し放置される要因、そこから生じる課題は、ひとつに特定できるも

のではなく、居住中の段階から除却後の跡地利用まで、各段階にわたっています。こ

のため、それぞれの段階に応じて、各施策を実施・検討します。 

 

４－１．【基本方針１】空家等の発生抑制 

個人の財産である空家等の適切な管理は、第一義的には所有者等が自らの責任に

おいて行うことが原則です。所有者等が遠方に居住していることや適切な相続がされ

ていないことは周辺の生活環境に悪影響を及ぼす空家等の発生につながるおそれがあ

ることから、空家等の所有者等だけでなく、町内の建物の所有者等に対しても情報提

供や啓発活動など、以下の取組みを実施し、空家等の発生や空家等が管理不全のまま

放置されることを防止します。 

 

１ 所有者等の意識啓発 

  空家等の所有者等に対し、空家等に関する様々な問題や地域住民の生活環境へ及ぼ

す悪影響などの問題や適切な管理の必要性を周知することで空家等の管理意識醸成を

図ります。また、空家等の所有者等だけでなく町内の建物の所有者等に対しても周知

を行い空家等の発生の抑制を図るとともに、適切な管理を促進していきます 

⑴ 広報紙、町ホームページ、パンフレット等による情報提供 

空家等の発生の原因や問題点、適切に管理がされていない空家等に対する措

置、空家等に関する補助制度等、空家等に関する各種情報について、広報紙や町

ホームページ、パンフレット等により、町民に対して広く周知し空家等に対する

管理意識を高めます。 

・相談窓口 

・地域資源情報バンク「なかがわぐらし」 

・那珂川町空き家取得費補助金 

・那珂川町空き家改修費補助金 

・那珂川町空き店舗等活用促進事業費補助金 など 

⑵ 固定資産税納税通知書発送時における啓発 

  固定資産税の納税通知書に空家等の適切な管理に関するチラシや地域資源情報バ

ンク制度についてのパンフレットを同封して情報提供を行います。  
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⑶ 適切な相続・登記の促進 

   空家等の所有者等の死後、適切な相続・登記が行われないことにより、所有者等

が不明確になることを防ぐため、特に高齢世帯や単身高齢者等に対し、「生前相続

対策」や「相続・登記」に関する情報提供を行い、適切な相続・登記を促進して

いきます。 

 

２ 住宅ストックの「質」の向上 

本町において新耐震基準以前に建てられた住宅が約３割程度存在しています。こ

れらの住宅に今後も安心して住み続けるためや、老朽化に伴う住宅の空家化を抑制す

るため、「木造住宅耐震診断補助制度」や「木造住宅耐震改修制度」の活用を促進し

ます。 

 

４－２．【基本方針２】空家等の有効活用 

空家等及び除却した空家等の跡地は、所有者等の財産であることはもちろん、地

域活性化を促す資源であるとも言えます。このため、空家等に関する各補助制度等の

情報発信を行うとともに空家等や除却した空家等の跡地の利活用について新たな支援

策を検討するなど、移住・定住促進や地域活性化につなげるために以下の取組みを実

施します。 

 

１ 地域資源情報バンク制度の促進 

本町では平成２７年１２月に「地域資源情報バンク制度」を創設し、地域資源で

ある空き家、空き店舗、空き地の有効活用と、本町への移住・定住を促進することを

目的に取組みを進めてきました。 

公益社団法人栃木県宅地建物取引業協会（以下「宅建協会」という。）の協力のも

と、宅建協会加盟の町内不動産事業者が、物件調査、売買・賃貸借契約、契約に係る

交渉等を行うことにより円滑な運営を行っています。 

固定資産税納税通知書発送時に地域資源情報バンク制度のチラシを同封により建

物所有者へ周知し、地域資源情報バンクの登録希望者の増加を図ることで中古住宅の

市場流通化を進めるとともに、ホームページやチラシ等で登録物件情報や登録された

物件の購入費用又は改修費用の一部を補助する「空き家取得費補助金」や「空き家改

修費補助金」などを積極的に周知・ＰＲを実施し、登録希望者と利用希望者をマッチ

ングすることで空家等の利活用及び移住・定住促進を図ります。 



 

12 

 

２ 補助金の活用促進 

空家等対策を行うにあたり「那珂川町空き家取得費補助金」や「那珂川町空き家

改修費補助金」、「那珂川町空き店舗等活用促進事業費補助金」、「那珂川町木造住宅耐

震改修等事業補助金」その他国及び県の補助金を積極的に活用し、空家等の解消を推

進します。 

 

３ 町による空家等の利活用 

空家等の利活用は、適正な管理同様、第一義的にはその所有者等によることが前

提ですが、所有者等の事情により効果的な利活用が期待できないものが現実的には存

在します。これらの中には、公共の福祉の増進を図る観点から、町による利活用を検

討できるケースも想定されます。 

なお、町による空家等の利活用は、住民福祉に対する貢献度や私有財産に対する

公費投入の正当性等に対する慎重な判断が前提となるものです。 

⑴ 町の施策に資する空家等の利活用 

人口減少対策のための移住・定住促進施策や地域活性化のためのまちづくり施

策、地域福祉の推進等において、空家等の利活用等を町が積極的に実施すること

が適当と判断した場合は、当該空家等の利活用を検討します。 

⑵ 空家等の利活用に資する取組みを行う者に対する支援 

行政区など、空家等の所有者等以外の第三者が地域福祉活動等、その活動目的

にあわせて空家等を利活用することにより、空家等が新しい価値を生み出す可能

性が考えられます。そのような場合において、町が当該第三者と連携することが

ふさわしいと判断した場合は、所有者等の同意を得たうえで当該第三者に対する

空家等の情報提供等の協力を行います。 

 

４ 関係法令等の遵守 

空家等を従前の用途以外で活用する場合は、建築基準法、消防法、旅館業法等の

関係法令を遵守するため、関係機関と協議を行います。 

  



 

13 

 

４－３．【基本方針３】管理不適切な空家等の解消 

 

１ 特定空家等の認定及び指導 

空家等実態調査により管理不適切な空家等を特定空家等として認定し、空家法に

基づき助言・指導・勧告等を行い、適切な管理や除却を促します。 

特定空家等の判断については、国が定めた『「特定空家等に対する措置」に関する

適切な実施を図るために必要な指針（ガイドライン）』に基づく評定をもとに、庁内

関係部署との合意形成、那珂川町空家等対策協議会による協議を踏まえ、町が特定空

家等の認定を行います。 

◆ 空家法による助言・指導・勧告等 

 

２ 解体除却費に対する補助制度の検討 

倒壊等の危険性のある建物であっても、空家等は私有財産であり所有者等に管理

責任がありますが、所有者等が置かれた立場は様々であり、中には除却費用を準備す

ることが困難な場合もあります。 

近隣住民の安全で安心な住環境を確保し、所有者等の自発的な除却を促進するた

めに、建物の倒壊や建築部材の飛散など危険な状態にある空家等の除却費用の一部を

補助する制度について検討します。 

また、金融機関による除却費に対する融資制度をＰＲします。 

 

３ 特定空家等に対する措置 

『特定空家等』とは 

特定空家等とは、空家法第２条第２項で示されている以下の状態にあると認め

られる空家等をいいます。 

１．倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態 

２．著しく衛生上有害となるおそれのある状態 

３．適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態 

４．その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態 

特定空家等においても、空家等は個人財産であることを鑑み、所有者等自らの責

任において、改善及び解決を図ることを基本原則とした上で、特定空家等に認定した

ものについては、空家法に基づく措置を講じます。  
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４ 空家等対策の内容 

【空家等実態調査】                              

⑴ 空家等情報の把握 

庁内関係部署や近隣住民等からの情報提供により、空家等を把握します。 

⑵ 空家等実態調査（外観調査） 

現地確認を行い、建物の外観や敷地の状況を目視により調査し、劣化の状況、

使用の可能性について評価します（不良度判定）。 

⑶ 所有者等の特定 

不動産登記情報、固定資産税情報により所有者等を特定し、意向調査を行いま

す。 

⑷ 空家等台帳の整備 

調査結果に基づき、空家等台帳を整備します。 

 

【所有者等による適正管理】 

⑸ 適正管理の要請、情報提供 

空家等の管理が行き届いていない場合は、所有者等に対し口頭又は文書で適正

管理について要請します。また、除却や利活用等の各種情報を提供し、所有者等

の自発的な空家等解消に向けた意識の涵養に努めます。 

 

【特定空家等の認定】 

⑹ 現地調査 

管理不全状態が継続し、近隣に悪影響を及ぼす可能性のある空家等については

現地調査を行い、周辺環境に及ぼす影響について確認します。 

⑺ 特定空家等の認定 

現地調査の結果、保安上危険、衛生上有害、著しく景観を損ねている等周辺環

境の保全を図るために放置することが不適切であると判断される場合は、庁内関

係部署、空家等対策協議会の協議を経て「特定空家等」として認定します。 

 

【認定した特定空家等に対する措置】 

⑻ 助言・指導 
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特定空家等として認定した建物の所有者等に対し、除却、修繕、立木の伐採等

周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置をとるよう助言又は指導を行いま

す。 

⑼ 勧告 

助言又は指導によっても特定空家等の状況が改善されない場合は、相当の猶予

期限を設けて勧告を行います。 

また、勧告を行った特定空家等は、翌年以降の固定資産税の課税において住宅

用地特例がないものとします。 

⑽ 命令 

勧告を受けた所有者等が、正当な理由なく勧告に係る措置をとらなかった場合

は、相当の猶予期限を設けて勧告に係る措置をとるよう命じます。 

⑾ 行政代執行 

命令を受けた所有者等が、適切な措置を履行しないとき、あるいは履行しても

不十分、期限までに完了する見込みがない等、特定空家等を放置することにより

周辺住民や環境に被害が拡大すると判断される場合は、行政代執行を行います。 

⑿ 略式代執行 

所有者等の特定に努めたものの、助言・指導、勧告、命令を行うべき所有者等

が確知できない場合、確知できた所有者等に措置を講ずる権限がない場合で、特

定空家等を放置することにより周辺住民、環境に被害が拡大すると判断される場

合は、略式代執行を行います。 

 

【緊急に対応しなければならない場合の措置】 

⒀ 緊急措置 

強風等で空家等が倒壊又は建材が飛散する等、近隣住民の安全を脅かす事態が

発生した場合で所有者等が対応するまでの緊急措置として、速やかに必要最小限

の措置を行います。その後、緊急措置の内容を所有者等へ通知し、以後の適切な

管理について指導します。 
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≪特定空家等の事務フロー≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                     諮問・答申 

 

 

                                  

 

                     諮問・答申 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 調査日の５日前までに所有者に対し、立入調査を行う旨の通知 

※２ 特定空家等の除却、修繕、立木竹の伐採その他生活環境の保全を図るための措置 

※３ 地方税法（平成２５年法律第２２６号）第３４９条の３の２第１項の規定による固定資産

税の住宅用地特例（２００㎡以下の住宅用地については、課税評価額×６分の１の額とし、

２００㎡を超える住宅用地については、課税評価額×３分の１の額とする特例）の除外 

※４ 所有者等への事前通知、所有者等からの意見書提出又は意見聴取等の実施 

※５ 義務者から代執行に要した一切の費用の徴収 

所在地、所有者等の調査、危険度判定 

（空家法第９条第１項及び第１０条第１項） 

所有者等への適正管理の助言 

（空家法第１２条） 

空家等への立入調査（※１） 

（空家法第９条第２項） 

特定空家等の認定 

（空家法第２条第２項） 

除却等に関する指導・助言（※２） 

（空家法第１４条第１項） 

除却等に関する勧告（※３） 

（空家法第１４条第２項） 

除却等に関する命令（※４） 

（空家法第１４条第３項） 

除却等の代執行（※５） 

（空家法第１４条第９項） 

除却等の略式代執行 

（空家法第１４条第１０項） 

那
珂
川
町
空
家
等
対
策
協
議
会 

所
有
者
が
確
知
で
き
な
い
場
合 
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   第５章 空家等対策の実施体制                     

 

５－１．総合相談窓口 

空家等に係る相談は、空家等の維持管理や利活用に関する相談や相続に関する相談、

周辺に悪影響を及ぼす空家等に関する苦情や相談など多岐にわたります。そのため、

様々な空家等に関する情報を一元的に管理するために建設課が相談窓口となり、庁内関

係部署及び関係機関・団体と連携して町民等からの相談に対応できる相談体制を整備し

ます。 

 

５－２．庁内の組織体制及び役割 

課 名 役         割 

総務課 ・災害対策及び災害時の応急措置等 

企画財政課 ・空家等及び跡地の活用促進 

税務課 

 

・空家法第１０条第１項の規定に基づいた固定資産課税台帳等の情報

提供 

・固定資産税等の住宅用地特例に対する対応 

生活環境課 

 

・那珂川町の豊かで住みよい環境づくりに関する条例に基づいた土地

の占有者等に対する勧告等 

・環境衛生（不法投棄、害虫、悪臭等）に関する取組 

健康福祉課 ・空家等を福祉活動の場として活用する事業者への支援 

産業振興課 ・空き店舗を活用する事業者への支援 

農業委員会 ・地域資源情報バンクに登録された空家等に付随した農地の取得要件

緩和に関する取組 

建設課 

 

・空家等の調査 

・那珂川町空家等対策計画の進行管理 

・那珂川町空家等対策協議会との連携 

・その他関係機関との連絡、調整 

・空家等対策に係る各種施策・制度運用・措置等の総括 

・総合相談窓口 

・空家等の適切な管理の促進 

・特定空家等の認定、措置 
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・除却に関わる補助制度の創設・運用措置及び対処の実施 

・道路交通安全確保 

・その他の施策全般 

学校教育課 ・通学路の安全確保 

・その他児童及び生徒の危険防止 

 ※部署名等の名称は、町の組織改編に伴い変更になる場合があります。 

 

５－３．那珂川町空家等対策協議会との連携 

町民や専門家等で構成される、那珂川町空家等対策協議会と連携を図りながら空家等

対策を進めていきます。那珂川町空家等対策協議会では、空家等対策全般について協議

するとともに、特定空家等への措置についても意見を聴くこととします。 

 

５－４．関係機関等との連携 

空家等に関する相談に適切に対応するため、関係機関、民間団体との連携及び協力の

もと空家等対策を実施します。 

■弁護士・司法書士・土地家屋調査士・行政書士 

相続に関する相談及び調査、財産の所有権移転手続き等 

■不動産業者 

所有者の空家等利活用相談、地域資源情報バンクの充実等 

■建設業者 

空家等の解体、改修の相談及び対応等 

■建築士 

空家等の修繕、改善、耐震診断などの技術的な対応等 

■那珂川警察署 

危険回避のための対応等 

■那珂川消防署 

災害対策、災害時の応急措置等 

■行政区 

空家等情報の提供、跡地の利活用等 
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５－５．住民等から空家等に関する相談への対応 

空家等に関する相談窓口を建設課内に設置し、同課職員が対応します。また、空家等

の相談は多岐にわたることから、庁内の関係課及び関係団体と連携、相談し、対応しま

す。対応内容については、経過等について記録し、関係課、機関で共有します。 

 

５－６．その他空家等の対策の実施に関し必要な事項 

⑴ 地域での空家等対策の検討と情報の共有 

空家等の管理は第一義的には、所有者等が適切に管理若しくは活用すべき問題で

ありますが、地域全体で対処方法を検討・共有することは有効であるため、空家等の

情報に関し、必要に応じ広く公開します。 

⑵ 他法令との連携 

空家等対策は、空家法に限らず、建築基準法、消防法、道路法、災害対策基本

法、災害救助法など、それぞれの法律の目的の範囲で、適正に管理されていない空家

等についても、必要な措置等を講じることが可能なこともあります。このため、空家

等の情報について、内部部局で共有し、密に連携を図ります。 

⑶ 計画の変更 

本計画は、地域情勢の変化、法令や国の補助制度等の改正、目標の達成状況の評

価等必要に応じて随時変更します。 

変更する場合は、パブリックコメント等を行い、広く意見を求めます。 
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   第６章 達成目標（成果指標）                     

 

６－１．計画における目標値及び達成状況の評価  

計画が終了する令和１４年度までの目標として、次のとおり定めます。また達成状況

の評価を計画期間が終了する年、又は目標を変更する場合に行います。 

※１…平成３０年住宅・土地統計調査結果 

※２…実態調査(Ｒ３)においてＤ・Ｅ判定だった空家等の件数 

 ① 本計画に基づく各種施策を実行することにより、所有者等に空家等の適正管理に関

する情報提供を行い、新たな空家等の発生抑制や特定空家等の除却等を促します。成

果指標として空家率を設定し、その達成に向けて取り組んでいきます。 

② 総合的な相談窓口の設置により、所有者等に対して適切な情報提供を行い、管理意

識の醸成を図ります。成果指標として総合相談窓口による相談件数を設定し、その達

成に向けて取り組んでいきます。 

③ 近年、移住定住希望者が増加傾向にあり、空家等を求める相談も増加しています。

本計画においては、空家等の活用も大きな柱の一つとして掲げていることから、地域

資源情報バンク制度の周知、掲載内容の充実を図ります。成果指標として地域資源情

報バンク契約件数を設定し、その達成に向けて取り組んでいきます。 

④ 管理不適切な空家等の中には、倒壊等の恐れがあり、地域住民の生活環境を脅かす

ものもあり、解体や補修等が必要です。成果指標として管理不適切な空家等の件数を

設定し、その達成に向けて取り組んでいきます。 

  

指  標 
現 状 値 

(Ｒ３) 

目 標 値 

（Ｒ１４） 

①空家率 １５．２％※１ 全国空家率を下回る 

②総合相談窓口による相談件数 ６３件 ８０件／年 

③地域資源情報バンク契約件数 １０件 計画期間内で１００件 

④管理不適切な空家等の件数 ６８件※２ ５０件 
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空家等対策の推進に関する特別措置法 

（目的） 

第１条 この法律は、適切な管理が行われていない空家等が防災、衛生、景観等の地域住

民の生活環境に深刻な影響を及ぼしていることに鑑み、地域住民の生命、身体又は財産

を保護するとともに、その生活環境の保全を図り、あわせて空家等の活用を促進するた

め、空家等に関する施策に関し、国による基本指針の策定、市町村（特別区を含む。第

１０条第２項を除き、以下同じ。）による空家等対策計画の作成その他の空家等に関す

る施策を推進するために必要な事項を定めることにより、空家等に関する施策を総合的

かつ計画的に推進し、もって公共の福祉の増進と地域の振興に寄与することを目的とす

る。 

（定義） 

第２条 この法律において「空家等」とは、建築物又はこれに附属する工作物であって居

住その他の使用がなされていないことが常態であるもの及びその敷地（立木その他の土

地に定着する物を含む。）をいう。ただし、国又は地方公共団体が所有し、又は管理す

るものを除く。 

２ この法律において「特定空家等」とは、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険

となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が

行われていないことにより著しく景観を損なっている状態その他周辺の生活環境の保全

を図るために放置することが不適切である状態にあると認められる空家等をいう。 

（空家等の所有者等の責務） 

第３条 空家等の所有者又は管理者（以下「所有者等」という。）は、周辺の生活環境に

悪影響を及ぼさないよう、空家等の適切な管理に努めるものとする。 

（市町村の責務） 

第４条 市町村は、第６条第１項に規定する空家等対策計画の作成及びこれに基づく空家

等に関する対策の実施その他の空家等に関する必要な措置を適切に講ずるよう努めるも

のとする。 

（基本指針） 

第５条 国土交通大臣及び総務大臣は、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施す

るための基本的な指針（以下「基本指針」という。）を定めるものとする。 

２ 基本指針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

⑴ 空家等に関する施策の実施に関する基本的な事項 

⑵ 次条第２項に規定する空家等対策計画に関する事項 
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⑶ その他空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するために必要な事項 

３ 国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更しようとするとき

は、あらかじめ、関係行政機関の長に協議するものとする。 

４ 国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞な

く、これを公表しなければならない。 

（空家等対策計画） 

第６条 市町村は、その区域内で空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施するた

め、基本指針に即して、空家等に関する対策についての計画（以下「空家等対策計画」

という。）を定めることができる。 

２ 空家等対策計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

⑴ 空家等に関する対策の対象とする地区及び対象とする空家等の種類その他の空家等

に関する対策に関する基本的な方針 

⑵ 計画期間 

⑶ 空家等の調査に関する事項 

⑷ 所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項 

⑸ 空家等及び除却した空家等に係る跡地（以下「空家等の跡地」という。）の活用の

促進に関する事項 

⑹ 特定空家等に対する措置（第１４条第１項の規定による助言若しくは指導、同条第

２項の規定による勧告、同条第３項の規定による命令又は同条第９項若しくは第１０

項の規定による代執行をいう。以下同じ。）その他の特定空家等への対処に関する事

項 

⑺ 住民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項 

⑻ 空家等に関する対策の実施体制に関する事項 

⑼ その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項 

３ 市町村は、空家等対策計画を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公

表しなければならない。 

４ 市町村は、都道府県知事に対し、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関し、

情報の提供、技術的な助言その他必要な援助を求めることができる。 

（協議会） 

第７条 市町村は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関する協議を行うための

協議会（以下この条において「協議会」という。）を組織することができる。 
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２ 協議会は、市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。）のほか、地域住民、市町村

の議会の議員、法務、不動産、建築、福祉、文化等に関する学識経験者その他の市町村

長が必要と認める者をもって構成する。 

３ 前２項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が定める。 

（都道府県による援助） 

第８条 都道府県知事は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施その他空家等に関し

この法律に基づき市町村が講ずる措置について、当該市町村に対する情報の提供及び技

術的な助言、市町村相互間の連絡調整その他必要な援助を行うよう努めなければならな

い。 

（立入調査等） 

第９条 市町村長は、当該市町村の区域内にある空家等の所在及び当該空家等の所有者等

を把握するための調査その他空家等に関しこの法律の施行のために必要な調査を行うこ

とができる。 

２ 市町村長は、第１４条第１項から第３項までの規定の施行に必要な限度において、当

該職員又はその委任した者に、空家等と認められる場所に立ち入って調査をさせること

ができる。 

３ 市町村長は、前項の規定により当該職員又はその委任した者を空家等と認められる場

所に立ち入らせようとするときは、その５日前までに、当該空家等の所有者等にその旨

を通知しなければならない。ただし、当該所有者等に対し通知することが困難であると

きは、この限りでない。 

４ 第２項の規定により空家等と認められる場所に立ち入ろうとする者は、その身分を示

す証明書を携帯し、関係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。 

５ 第２項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈して

はならない。 

（空家等の所有者等に関する情報の利用等） 

第１０条 市町村長は、固定資産税の課税その他の事務のために利用する目的で保有する

情報であって氏名その他の空家等の所有者等に関するものについては、この法律の施行

のために必要な限度において、その保有に当たって特定された利用の目的以外の目的の

ために内部で利用することができる。 

２ 都知事は、固定資産税の課税その他の事務で市町村が処理するものとされているもの

のうち特別区の存する区域においては都が処理するものとされているもののために利用

する目的で都が保有する情報であって、特別区の区域内にある空家等の所有者等に関す
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るものについて、当該特別区の区長から提供を求められたときは、この法律の施行のた

めに必要な限度において、速やかに当該情報の提供を行うものとする。 

３ 前項に定めるもののほか、市町村長は、この法律の施行のために必要があるときは、

関係する地方公共団体の長その他の者に対して、空家等の所有者等の把握に関し必要な

情報の提供を求めることができる。 

（空家等に関するデータベースの整備等） 

第１１条 市町村は、空家等（建築物を販売し、又は賃貸する事業を行う者が販売し、又

は賃貸するために所有し、又は管理するもの（周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよ

う適切に管理されているものに限る。）を除く。以下第１３条までにおいて同じ。）に関

するデータベースの整備その他空家等に関する正確な情報を把握するために必要な措置

を講ずるよう努めるものとする。 

（所有者等による空家等の適切な管理の促進） 

第１２条 市町村は、所有者等による空家等の適切な管理を促進するため、これらの者に

対し、情報の提供、助言その他必要な援助を行うよう努めるものとする。 

（空家等及び空家等の跡地の活用等） 

第１３条 市町村は、空家等及び空家等の跡地（土地を販売し、又は賃貸する事業を行う

者が販売し、又は賃貸するために所有し、又は管理するものを除く。）に関する情報の

提供その他これらの活用のために必要な対策を講ずるよう努めるものとする。 

（特定空家等に対する措置） 

第１４条 市町村長は、特定空家等の所有者等に対し、当該特定空家等に関し、除却、修

繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置（そのまま放置

すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるお

それのある状態にない特定空家等については、建築物の除却を除く。次項において同

じ。）をとるよう助言又は指導をすることができる。 

２ 市町村長は、前項の規定による助言又は指導をした場合において、なお当該特定空家

等の状態が改善されないと認めるときは、当該助言又は指導を受けた者に対し、相当の

猶予期限を付けて、除却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るため

に必要な措置をとることを勧告することができる。 

３ 市町村長は、前項の規定による勧告を受けた者が正当な理由がなくてその勧告に係る

措置をとらなかった場合において、特に必要があると認めるときは、その者に対し、相

当の猶予期限を付けて、その勧告に係る措置をとることを命ずることができる。 
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４ 市町村長は、前項の措置を命じようとする場合においては、あらかじめ、その措置を

命じようとする者に対し、その命じようとする措置及びその事由並びに意見書の提出先

及び提出期限を記載した通知書を交付して、その措置を命じようとする者又はその代理

人に意見書及び自己に有利な証拠を提出する機会を与えなければならない。 

５ 前項の通知書の交付を受けた者は、その交付を受けた日から５日以内に、市町村長に

対し、意見書の提出に代えて公開による意見の聴取を行うことを請求することができ

る。 

６ 市町村長は、前項の規定による意見の聴取の請求があった場合においては、第３項の

措置を命じようとする者又はその代理人の出頭を求めて、公開による意見の聴取を行わ

なければならない。 

７ 市町村長は、前項の規定による意見の聴取を行う場合においては、第３項の規定によ

って命じようとする措置並びに意見の聴取の期日及び場所を、期日の３日前までに、前

項に規定する者に通知するとともに、これを公告しなければならない。 

８ 第６項に規定する者は、意見の聴取に際して、証人を出席させ、かつ、自己に有利な

証拠を提出することができる。 

９ 市町村長は、第３項の規定により必要な措置を命じた場合において、その措置を命ぜ

られた者がその措置を履行しないとき、履行しても十分でないとき又は履行しても同項

の期限までに完了する見込みがないときは、行政代執行法（昭和 23 年法律第 43 号）の

定めるところに従い、自ら義務者のなすべき行為をし、又は第三者をしてこれをさせる

ことができる。 

１０ 第３項の規定により必要な措置を命じようとする場合において、過失がなくてその

措置を命ぜられるべき者を確知することができないとき（過失がなくて第１項の助言若

しくは指導又は第２項の勧告が行われるべき者を確知することができないため第３項に

定める手続により命令を行うことができないときを含む。）は、市町村長は、その者の

負担において、その措置を自ら行い、又はその命じた者若しくは委任した者に行わせる

ことができる。この場合においては、相当の期限を定めて、その措置を行うべき旨及び

その期限までにその措置を行わないときは、市町村長又はその命じた者若しくは委任し

た者がその措置を行うべき旨をあらかじめ公告しなければならない。 

１１ 市町村長は、第３項の規定による命令をした場合においては、標識の設置その他国

土交通省令・総務省令で定める方法により、その旨を公示しなければならない。 
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１２ 前項の標識は、第３項の規定による命令に係る特定空家等に設置することができ

る。この場合においては、当該特定空家等の所有者等は、当該標識の設置を拒み、又は

妨げてはならない。 

１３ 第３項の規定による命令については、行政手続法（平成５年法律第 88 号）第３章

（第１２条及び第１４条を除く。）の規定は、適用しない。 

１４ 国土交通大臣及び総務大臣は、特定空家等に対する措置に関し、その適切な実施を

図るために必要な指針を定めることができる。 

１５ 前各項に定めるもののほか、特定空家等に対する措置に関し必要な事項は、国土交

通省令・総務省令で定める。 

（財政上の措置及び税制上の措置等） 

第１５条 国及び都道府県は、市町村が行う空家等対策計画に基づく空家等に関する対策

の適切かつ円滑な実施に資するため、空家等に関する対策の実施に要する費用に対する

補助、地方交付税制度の拡充その他の必要な財政上の措置を講ずるものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、前項に定めるもののほか、市町村が行う空家等対策計画に基

づく空家等に関する対策の適切かつ円滑な実施に資するため、必要な税制上の措置その

他の措置を講ずるものとする。 

（過料） 

第１６条 第１４条第３項の規定による市町村長の命令に違反した者は、５０万円以下の

過料に処する。 

２ 第９条第２項の規定による立入調査を拒み、妨げ、又は忌避した者は、２０万円以下

の過料に処する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して３月を超えない範囲内において政令で定める日か

ら施行する。ただし、第９条第２項から第５項まで、第１４条及び第１６条の規定は、

公布の日から起算して６月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。 

（検討） 

２ 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法律の施行の状況を勘

案し、必要があると認めるときは、この法律の規定について検討を加え、その結果に基

づいて所要の措置を講ずるものとする。  
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那珂川町空家等対策協議会設置要綱 

（設置） 

第１条 空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７号。以下「法」

という。）第７条第１項の規定に基づき、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施等に

関する協議を行うため、那珂川町空家等対策協議会（以下「協議会」という。）を設置す

る。 

（定義） 

第２条 この告示における用語の意義は、法において使用する用語の例による。 

（所掌事務） 

第３条 協議会は、空家等対策に係る以下の内容について協議等を行う。 

⑴ 空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関する事項 

⑵ 空家等の適正な管理に関する事項 

⑶ 特定空家等の措置に関する事項 

⑷ その他空家等対策の執行に関し必要とする事項 

（組織） 

第４条 協議会は、会長及び委員１０人以内をもって組織する。 

２ 会長は、町長をもって充てる。 

３ 会長は、会務を統理する。 

４ 会長に事故等あるときは、あらかじめその指定する委員がその職務を代理する。 

５ 委員は、次に掲げる者のうちから、町長が委嘱する。  

⑴ 地域住民 

⑵ 議会議員 

⑶ 学識経験者 

⑷ 関係機関又は関係団体 

６ 委員の任期は、２年とする。ただし、その職に基づいて委嘱された委員の任期は、当

該職に在る期間とし、欠員が生じた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期

間とする。 

７ 委員は、任期が満了した場合においても、新たな委員が任命されるまでの間は、前項

の規定にかかわらず、その職務を行うものとする。 

８ 委員は、再任されることがある。 
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（会議） 

第５条 協議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、会長が議長となる。 

２ 会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。 

３ 委員（前条第５項第４号に定める者に限る。）がやむを得ず会議に出席できないときは、

代理の者を出席させることができる。この場合において、代理出席した者は、委員とみ

なす。 

４ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところに

よる。 

５ 会長は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の関係者の出席を求め、意見を

聴き、若しくは説明をさせ、又は必要な資料の提出を求めることができる。 

（謝金及び費用弁償） 

第６条 委員の謝金及び費用弁償は、那珂川町特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費

用弁償に関する条例（平成１７年那珂川町条例第４０号）の規定を準用する。ただし、

国及び地方公共団体において常時勤務に服することを要する公務員である委員には支給

しない。 

（守秘義務） 

第７条 協議会の委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後

もまた同様とする。 

２ 第５条第５項の規定により会議に出席を求められた者は、協議会に関して知り得た秘

密を漏らしてはならない。 

（庶務） 

第８条 協議会の庶務は、建設課において処理する。 

（補則） 

第９条 この告示に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が定め

る。 

   附 則 

 この告示は、公布の日から施行する。 
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那珂川町地域資源情報バンク実施要綱 

（趣旨） 

第１条 この告示は、空き家等の地域資源を活用し、町外住民の定住等を促進して人口の

増加を図るとともに、住民間の交流による当地域の活性化に資するため、地域資源情報

バンクの実施に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるものとす

る。 

⑴ 空き家等 町の区域内において、居住の用又は商業（サービス業を含む）・事業の

用に供することを主たる目的として建築され、現に居住の用又は商業（サービス業を

含む）・事業の用に供していない建物及びその敷地をいう。ただし、賃貸又は分譲を

目的とする建物及びその敷地を除く。 

⑵ 所有者 空き家等に係る所有権を有するもので、その売却若しくは賃貸を行うこと

ができる者をいう。 

⑶ 定住等 町内外の住民が、町内の空き家等へ定住又は現住所のほか町内に居所を有

することをいう。 

⑷ 地域資源情報バンク 町内の空き家等の売却、賃貸を希望する所有者（以下「登録

希望者」という。）から申込みを受けた情報を、町内への定住等を目的として空き家

の利用を希望する者に対し、紹介を行う制度をいう。 

（適用上の注意） 

第３条 この告示は、地域資源情報バンク以外の空き家等の取引を妨げるものではない。 

（協定の締結） 

第４条 町長は、地域資源情報バンクを円滑に運営するため、公益社団法人栃木県宅地建

物取引業協会（以下「宅建協会」という。）と次に掲げる事項について協定を締結する

ものとする。 

⑴ 媒介業者の指名及び推薦 

⑵ 空き家等の所有者から地域資源情報バンクへの登録の申込みがあった物件の登録に

必要な調査の共同実施 

⑶ 空き家等の売買又は賃貸借に係る契約交渉の媒介 

（空き家等の登録申請） 

第５条 登録希望者は、那珂川町地域資源情報バンク登録申請書（様式第１号）及び那珂

川町地域資源情報バンク登録カード（様式第２号）を町長に提出するものとする。 
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２ 町長は、前項の規定による登録の申請があったときは、申請内容について宅建協会と

共同調査を行い、その申請内容が適当であると認めるときは、地域資源情報バンク登録

データベース（以下「データベース」という。）に登録するものとする。 

３ 町長は、前項の規定による登録をしたときは、那珂川町地域資源情報バンク登録完了

書（様式第３号）により、速やかに申請者に通知するものとする。 

４ 町長は、データベースに登録のない空き家等で、データベースに登録することが適当

と認められるものについては、所有者等に対して登録を勧めることができる。 

（空き家等利用希望者の登録） 

第６条 空き家等利用希望者は、那珂川町地域資源情報バンク利用希望者登録申請書（様

式第４号）及び誓約書（様式第５号）を町長に提出するものとする。 

２ 町長は、前項の規定による登録の申請があったときは、その内容を精査し、次の各号

のいずれかに該当する者であると認めるときは、データベースに登録するものとする。 

⑴ 空き家等に定住し、又は定期的に滞在し、本町の自然環境、生活文化等に対する理

解を深め、地域住民と協調して生活できる者 

⑵ 前号に掲げる者のほか、町長が適当と認める者 

３ 町長は、前項の規定による登録をしたときは、那珂川町地域資源情報バンク利用希望

者登録完了書（様式第３号）により、速やかに申請者に通知するものとする。 

（登録事項変更の届出） 

第７条 第５条の規定による登録を受けた空き家等登録希望者（以下「空き家等登録者」

という。）及び前条の規定による登録を受けた空き家等利用希望者（以下「空き家等利

用者」という。）は、登録事項に変更があったときは、那珂川町地域資源情報バンク登

録変更届書（様式第６号）により、速やかに町長に届け出るものとする。 

（登録の期間及び再登録） 

第８条 空き家等登録者及び空き家等利用者の登録期間は、登録完了後２年とし、再度の

登録を希望する者は、その都度、第５条及び第６条の規定による登録申請を行うものと

する。 

（登録の抹消） 

第９条 町長は、空き家等登録者又は空き家等利用者が次の各号のいずれかに該当すると

きは、登録を抹消するとともに、那珂川町地域資源情報バンク登録取消通知書（様式第

７号）により通知するものとする。 

⑴ 申請内容に虚偽があったとき。 

⑵ 当該空き家等に係る所有権その他の権利に異動があったとき。 
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⑶ データベースの登録抹消の届出（様式第８号）があったとき。 

⑷ 登録後２年を経過したとき。 

⑸ その他町長が登録不適当と認めるとき。 

（情報提供等） 

第１０条 町長は空き家等登録者及び空き家等利用者に対して、データベースに登録され

た情報を提供するものとする。 

２ 町長は、ホームページへの掲載、データベースの閲覧その他の方法により地域資源情

報を公開するものとする。ただし、空き家等登録者が希望しない事項については、この

限りでない。 

３ 町長は、空き家等に係る当事者間の交渉、売買契約及び賃貸借契約については、一切

の責任を負わない。 

（契約成立の届出） 

第１１条 前条の規定による情報の提供を行ったことにより、データベースに登録された

空き家等の売買契約又は賃貸借契約が成立したときは、空き家等登録者及び空き家等利

用者は、その旨を速やかに町長に届け出なければならない。 

（その他） 

第１２条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

この告示は、平成２７年１２月２８日から適用する。 

 


